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【症例】 64歳，男性. 1982年12月， S状結腸癌に対し，
高位前方切除術十 2群リンパ節廓清施行. (SS. NO. 













































































































域間膜切除を伴う直腸局所切除（Localresection of the 






52 日外宝第68巻第 1号（平成11年 3月）
8) Polypectomy後に腸切除を行い nlで















































































































(SA; 84土23日vsM; 66± 4日， p=0.341），手術所要
時間 （SA;310±12分 vsM;374±14分， p=0.003）， 術





















































(7 MeV電子線前 1門照射）に分割・縮小し 55.8Gy 
照射した．化学療法は MMC(10 mg/body, day 1) 
十5-FU(1000 mg/body/24 hr, day 1-day 4）を放射線
治療の第1週，第5週に同時併用した．
【副作用】治療期間中放射線直腸炎による下痢症状を
きたしたが，保存的に経過した．治療の後半に会陰部
のびらんをみとめ，疹痛が強かったが，局所の清潔保
持で約3週間で治癒した．
【結果】治療後13ヵ月を経た現在も局所・遠隔再発の
兆候無く無病生存中である.!I門機能は100%温存さ
れている．
【考察】紅門癌の大部分は epidermoidcarcinomaであ
り， adenocarciomaである直揚癌よりも放射線感受性
が高く，特に concurrentchemoradiationにより高い有
効性が報告されている．紅門癌を外科的に治療した場
合，人工紅門造設あるいは庇門形成術を行うことにな
るが，いずれも適正な線量の放射線で治癒せしめた場
合に比べて QOLの低下は明らかである.Tl-T2紅門
癌に対して concurrentchemoradiationは第一選択とす
14）放射線腸炎の病態と外科治療法の再
評価
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【緒言】放射線照射の装置や方法の進歩に伴い，悪性
腫蕩に対する放射線治療の有用性が増大している．一
方で，重篤な合併症である放射線腸炎が時に発生し，
その治療には難渋することが多い 今回，我々は当科
での放射線腸炎の手術症例を中心に検討した．
【対象】放射線腸炎に対する手術施行38症例及び，比
較対照として保存的に治療し得た417症例（婦人科疾
患原発）を抽出した．【結果】手術症例の内訳は婦人
科32例，泌尿器科3例，整形外科2{7J，外科 1例と大
多数が婦人科疾患に起因してし、た．手術時期に関して
は照射後 1年頃と10年以降の 2群に大別できたが，両
群聞に臨床上の違いは認められなかった．また，婦人
科症例に対して手術の有無で比較検討したが，放射線
腸炎を重篤化させる因子は明らかには出来なかった．
手術術式に関しては，小腸型では広範腸切除，直腸型
では貫通術式を選択する場合が多L、が，現在まで1例
の縫合不全もなく，また大量切除による高度の栄養障
害も経験していない．
【考察】放射線腸炎に対する外科治療についてはパイ
パス術などの姑息的手術を推奨するものが多く，切除
術はその合併症の多さから敬遠されがちであるが，放
射線腸炎/J・不可逆的で進行性であるとし、う病態に基づ
き，術後の QOLを考慮した，障害腸管の可及的切除
を第一選択としてきた．手術手技の向上はもとより，
発生機序の解明や高リスク群の選出などの課題を解決
すべく検討を続けていかなければならない．
第10回京滋大腸紅門疾患懇話会
15）排便についての意識調査報告
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高齢者社会を迎えて，介護が問題となってくる．そ
の中で，三大介助と言われるものに，食事介助，入浴
介助，と共に，排便介助が含まれる．
摘便が点数化され，医療行為となったために，ヘノレ
パ一等の非資格者は手が出せない状態になってしまっ
た．そのため，排便介助には，医療従事者による指導
・教育が問われることになるが，その前に，一般の便，
排世に対する関心や意識をしっかり掴んでおく必要を
感じこのアンケートを実施した．
97年11月から98年10月までの 1年間に筆記による記
入形式で254のアンケートを集計した．大部分が，介
護の主力となる30歳以上の主婦で，既に家庭内に要介
護者を有する人が29人いた．結果から，一般の便や排
濯に関する関心は高く，高齢化社会における排、准介助
に向けて，医療従事者による指導・教育が必要と感じ
られた．
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